
　「職場のハラスメントに関する実態調査」　
　の 報告書が公表されました

厚生労働省委託事業「職場のハラスメントに関する実態調査」
（令和２年 10 月実施。調査実施者：東京海上日動リスクコン
サルティング株式会社）について、報告書が取りまとめられ
ました。職場でのハラスメントの予防・解決の参考にしてく
ださい。

◆ハラスメントの発生状況・ハラスメントに関する職場の特
徴
○過去３年間のハラスメント相談件数の推移については、パ
ワハラ、顧客等からの著しい迷惑行為、妊娠・出産・育児休
業等ハラスメント、介護休業等ハラスメント、就活等セクハ
ラでは「件数は変わらない」の割合が最も高く、セクハラの
み「減少している」の割合が最も高かった。
○職場の特徴として、パワハラ・セクハラともに「上司と部
下のコミュニケーションが少ない／ない」、「ハラスメント防
止規定が制定されていない」、「失敗が許されない／失敗への
許容度が低い」、「残業が多い／休暇を取りづらい」等の特徴
について、ハラスメントを経験した者と経験しなかった者の
差が特に大きい。

◆ハラスメントの予防・解決のための取組状況
○パワハラ、セクハラおよび妊娠・出産・育児休業等・介護
休業等ハラスメントに関する雇用管理上の措置として、「ハ
ラスメントの内容、ハラスメントを行ってはならない旨の方
針の明確化と周知・啓発」および「相談窓口の設置と周知」
を実施している企業は８割程度だが、「相談窓口担当者が相
談内容や状況に応じて適切に対応できるための対応」の割合
は４割程度であった。
○すべてのハラスメントにおいて、勤務先が「積極的に取り
組んでいる」と回答した者で、ハラスメントを経験した割合
が最も低く、「あまり取り組んでいない」と回答した者は経
験した割合が最も高い。

◆事業主等指針の改正
厚生労働省は、令和３年４月 30 日、この事業主等指針を改
正しました。今回の改正によって、事業主等が青少年の募集
および採用にあたって講ずべき措置、事業主が青少年の職場
への定着促進のために講ずべき措置について、主に次の事項
が追加されました。

◆就活生等に対するハラスメント問題への対応
事業主は、雇用する労働者が、就職活動中の学生やインター
ンシップを行っている者等に対する言動について、必要な注
意を払うよう配慮することが望ましいこと。
事業主は、パワーハラスメント指針等に基づき、職場におけ
るパワーハラスメント、セクシュアルハラスメントならびに
妊娠、出産、育児休業等に関するハラスメントの防止のため、
雇用管理上の措置を講ずること。

◆公平・公正な就職機会の提供
採用内定または採用内々定と引き替えに、他の事業主に対す
る就職活動を取りやめるよう強要すること等の青少年の職業
選択の自由を妨げる行為等については、青少年に対する公平・
公正な就職機会の提供等の観点から行わないこと。

◆内定辞退等勧奨の防止
採用内定者等について、労働契約が成立したと認められる場
合は、当該採用内定者に対して、自由な意思決定を妨げるよ
うな内定辞退の勧奨は、違法な権利侵害にあたるおそれがあ
ることから行わないこと。

◆募集情報等提供事業者・募集者等における個人情報の管理
募集情報等提供事業者、募集者等は、職業安定法に基づく職
業紹介事業者等指針（求職者等の個人情報の取扱いについて、
個人情報の収集、保管および使用、個人情報の適正な管理、
個人情報の保護に関する法律の遵守等）第４条に基づき、求
職者等の個人情報を適切に取り扱うこと。
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◆ハラスメントを受けた経験
○パワハラ、セクハラおよび顧客等からの著しい迷惑行為に
ついて、過去３年間での勤務先での経験有無・頻度を聞いた
ところ、各ハラスメントを一度以上経験した者の割合は、パ
ワハラが 31.4％、顧客等からの著しい迷惑行為が 15.0％、
セクハラが 10.2％となった。

◆ハラスメント行為を受けた後の行動、ハラスメントを知っ
た後の勤務先の対応
○ハラスメントを受けた後の行動として、パワハラ、セクハ
ラでは「何もしなかった」の割合が最も高かった。一方、顧
客等からの著しい迷惑行為では、「社内の上司に相談した」
の割合が最も高く、次いで「社内の同僚に相談した」が高かっ
た。
○ハラスメントを知った後の勤務先の対応としては、パワハ
ラでは「特に何もしなかった」（47.1％）、セクハラでは「あ
なたの要望を聞いたり、問題を解決するために相談にのって
くれた」（34.6％）、顧客等からの著しい迷惑行為では、「あ
なたの要望を聞いたり、問題を解決するために相談にのって
くれた」（48.6％）の割合が最も高かった。

　若者雇用促進法に基づく
　「事業主等指針」が改正に

◆事業主等指針とは？
事業主等指針とは、「青少年の雇用機会の確保及び職場への
定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等
その他の関係者が適切に対処するための指針」（平成 27 年厚
生労働省告示第 406 号）のことをいい、若者雇用促進法に基
づき、若者を募集・採用等する事業主等が講ずべき措置をま
とめたものです。
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　　今月の税務と労務の手続

1 日
○　労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10 日まで＞
　　［労働基準監督署］
　　
10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］
○　特例による住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
　　
30 日
○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 1 期分＞
　　［郵便局または銀行］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］　
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

雇入時及び毎年一回
○　健康診断個人票［事業場］
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